
「中小河川における応急工事の留意点（案）」について

自治体による応急工事の適切な実施を支援

中小河川における応急工事の留意点（案）

 堤防決壊や護岸欠損時の応急工事を実施する際、実際に役立つ参考情報をとり
まとめ、平時において応急工事の施工計画等検討を支援することを目的に作成。

 地方自治体が管理する中小河川の応急工事（河川災）が対象。
※留意点（案）の作成に当たっては、本省防災課、土研・国総研、自治体の実務者で構成する「中小河川
における応急工事勉強会」を開催し、内容を検討している。

※出水期前の注意喚起通知時など、定期的に上記留意点の説明会を実施する。

応急工事をとりまく現状と課題
 堤防決壊や護岸欠損箇所の応急工事は、各自治体が管理者の責務として主体的に取り組むべき事
項。一方で、災害復旧の経験を積む技術者は限られており、緊急的な対応が求められる応急工事の
対応には苦慮しているところ。

 地球温暖化の影響により、短時間で強い降雨の発生回数が増加。同じ地域に同規模の降雨が2年連
続で発生し、応急工事箇所が決壊するなどの被害も生じており、応急工事箇所のリスクは増大。

 自治体が管理する中小河川は、河積が狭く、ピーク到達時間が早い等、施工上の制約がある。
 一部の応急工事では、遮水シートを敷設していない等、現場条件に対する配慮不足等が散見される。
 応急工事に関する知見について、自治体間での共有が不足している。



「中小河川における応急工事の留意点（案）」の概要

 自治体が管理する中小河川において一般的に用いられる応急工法（大型土のう、袋詰め玉石）につい
て、施工計画の検討手順や水理条件・現場条件に応じた対策工法の選定など、応急工事を検討する際
の留意点を、実際の作業をイメージできるよう、事例を示しつつわかりやすく整理。

留意点（案）の内容構成 留意点（案）の内容イメージ


